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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （百万円） 2,398 2,357 2,337 2,320 3,058

経常利益 （百万円） 732 778 306 513 1,001

当期純利益 （百万円） 465 483 141 301 585

持分法を適用した場合の投資利益 （百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 394 395 395 395 395

発行済株式総数 （株） 10,445,400 20,965,200 20,966,400 20,966,400 20,968,800

純資産額 （百万円） 2,265 2,720 2,652 2,953 3,632

総資産額 （百万円） 2,801 3,172 3,772 4,518 5,153

１株当たり純資産額 （円） 108.56 129.77 129.02 143.70 175.52

１株当たり配当額
（円）

5.0 － － － 2.5

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 22.40 23.11 6.86 14.66 28.33

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
（円） 22.14 23.01 6.85 14.64 28.29

自己資本比率 （％） 80.88 85.75 70.30 65.36 70.49

自己資本利益率 （％） 22.81 19.38 5.29 10.75 17.76

株価収益率 （倍） 57.98 38.95 40.11 49.12 22.06

配当性向 （％） 11.2 － － － 8.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 577 430 △3 899 986

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1 △64 △1,970 △631 △61

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △41 △49 548 289 △259

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 2,296 2,613 1,187 1,745 2,410

従業員数
（人）

28 31 32 33 31

（外、平均臨時雇用者数） (1) (1) (2) (1) (3)

株主総利回り （％） 313.3 217.4 67.3 174.2 152.0

（比較指標：TOPIX） （％） (113.5) (105.2) (92.8) (129.2) (128.7)

最高株価 （円） 3,000 2,186 994 849 1,220

  (3,450) (3,470) (－) (－) (－)

最低株価 （円） 1,250 804 225 212 526

  (1,320) (2,283) (－) (－) (－)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については関連会社が存在していないため、記載しておりません。
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３．１株当たり配当額及び配当性向については、第14期から第16期については無配のため記載しておりません。

４．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を　

（　）外数で記載しております。

５．2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。このため、第13期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６．2018年７月28日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。このため、第13期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額を算定しております。

７．第13期の１株当たり配当額５円は、東京証券取引所市場第一部への市場変更に伴う記念配当であります。

８．最高株価及び最低株価は東京証券取引所（マザーズ市場及び市場第一部）におけるものであります。

９．当社は2017年12月14日付で東京証券取引所マザーズ市場から東京証券取引所市場第一部へ市場変更しており

ます。

10．2017年10月１日付及び2018年７月28日付でそれぞれ普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており

ます。第13期及び第14期の株価については株式分割後の最高株価及び最低株価を記載しており、（　）内に

株式分割前の最高株価及び最低株価を記載しております。

11．当事業年度より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするた

めに、第13期から第16期についても、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。

12．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首より適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準を適用した後の指標等となっており

ます。
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２【沿革】

年月 事項

2005年11月 インターネットを利用した情報提供サイトの企画・開発・提供並びにそのシステムの運用を目

的として東京都千代田区内幸町１丁目において株式会社インディビジョンを設立

2006年１月 独自のポータルオブポータルズモデル（注）を構築し、転職情報サイトの運営を開始

2006年10月 東京都中央区銀座８丁目に本社を移転

2006年11月 ハローワーク求人へのWeb応募サービスの運営を開始

2007年２月 神奈川県横浜市西区みなとみらい２丁目に本社を移転

2007年10月 アルバイト情報サイトの運営を開始

2009年３月 東京都港区三田４丁目に本社を移転

2010年５月 株式会社アイマーキュリーセールスを吸収合併

2012年10月 転職情報サイトにて職務経歴書作成ナビをリリース

2013年２月 『株式会社キャリアインデックス』に商号を変更

東京都目黒区下目黒１丁目に本社を移転

2013年４月 転職情報サイトをフルリニューアル

ハローワーク求人へのWeb応募サービスをフルリニューアル

2015年１月 アルバイト情報サイトをフルリニューアルし、アルバイト・派遣情報サイトとして運営を開始

2016年６月 Fashion HR株式会社を吸収合併し、ファッション業界に特化した転職情報サイトの運営を開始

2016年12月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

2017年12月 東京証券取引所市場第一部へ市場変更

2018年５月 営業支援サービスを提供開始

2019年12月 株式会社リブセンスより不動産賃貸サイトを事業譲受にて運営を開始

2020年６月 東京都港区白金台五丁目に本社を移転

2020年10月 株式会社Type Bee Groupより不動産賃貸サイトを事業譲受にて運営を開始

2021年８月 株式会社マージナルを完全子会社化

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、市場第一部からプライム市場に移行

（注）ポータルオブポータルズモデルの詳細については、「３　事業の内容」に記載しております。
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３【事業の内容】

　当社は、ユーザー（当社サービスの利用者）の情報をパートナー（販売先）各社に移送することによる集客代行事

業を営んでおります。現時点において、当社が運営する主なウェブサイトは人材関連サイト（転職情報サイト、アル

バイト・派遣情報サイト）並びに不動産賃貸情報サイトであります。また、2021年８月１日付で、当社は事業拡大を

目的として株式会社マージナルを完全子会社化いたしました。これにより、当社の関係会社は、非連結子会社が１社

増加しております。

 

　当社では、自社の事業モデルを「ポータルオブポータルズ」モデルと呼んでおります。

　当社の事業モデルの特徴は、当社ウェブサイト上に複数のパートナーが保有する情報が掲載されていることから、

その情報量の豊富さにあります。また、複数のパートナーの情報へ一括登録・応募・物件問い合わせができる利便性

の高さも当社ウェブサイトの特徴のひとつとなっております。検索エンジンや単に複数のサイト情報を一箇所に集約

しただけの通常の「まとめサイト」は、各サイトへのリンク集であり、検索は一箇所でできても、実際に登録や応募

等の行為の際にはリンク元に遷移して、それぞれのリンク元において個別の応募や登録を要します。一方、当社ウェ

ブサイトでは、全パートナーに情報を移送するための共通テンプレートを作成し、パートナーのウェブサイトと当社

ウェブサイトをシステム連携することにより、ユーザーは必要な情報を一括検索できるだけではなく、パートナーに

対し登録・応募・物件問い合わせ等を一括して行うことができます。

　多くの情報と出会えるだけではなく、効率よく転職活動等をできる様にしたのがこの「ポータルオブポータルズ」

モデルです。

 

　当社の事業の主な特徴は、以下の通りであります。

　当社のパートナーは求人ポータルサイト運営会社や人材紹介会社・人材派遣会社等であり、当社はパートナーの集

客を代行する関係にあります。

　当社の主な集客手法は、インターネット上でのプロモーション活動により行われております。インターネット上で

の検索エンジン連動型の広告を中心にユーザーの獲得を行い、当社ウェブサイトへ誘導いたします。当社ウェブサイ

トへ誘導したユーザーが、当社ウェブサイト上でパートナーへ登録・求人情報へ応募・不動産会社へ物件問い合わせ

等を行い、それらのユーザー情報をパートナー各社に移送することで、その移送数に応じた成果報酬型の集客代行料

金を受領しております。

　インターネットを活用した集客手段は多様化しておりますが、当社ではパートナーから固定料金を受領するのでは

なく、成果報酬型サービスとなっているため、パートナーにとっては、送客されたユーザー数に応じた料金のみを支

払えば良い料金体系となっており、固定料金型の広告等よりも費用対効果が明確な形でユーザーを集客することが可

能となっております。

　当社ウェブサイトでは、各パートナーが必要とする情報をユーザーが網羅的に入力できる共通テンプレートを導入

しているため、ユーザーは当社ウェブサイトを利用するだけで、ユーザーが希望する複数のパートナーに一括して登

録・応募・物件問い合わせ等をすることが可能となっております。この仕組みにより、リンク集では取得できない履

歴書や職務経歴書等のユーザー情報が当社のデータベースに蓄積されます。蓄積された情報は当社の財産となること

で、データ解析に基づいたウェブサイトの最適化やスカウトサービス等のデータを活用した収益モデルの構築が可能

となっております。

　また、当社独自のサービスとして、厚生労働省が運営するハローワークインターネットサービスの求人情報を当社

ウェブサイトへ掲載し、ユーザーが当社ウェブサイト上で応募書類（履歴書及び職務経歴書）を作成し、ハローワー

クの求人に当社ウェブサイト上で応募すると、当社が直接ハローワークに求人情報を提供した企業へ応募書類を郵送

する「キャリアポスト」サービスを運営しております。「キャリアポスト」は、ユーザーもハローワークへ求人を出

している企業も無料で利用できます。

通常、ハローワークの求人への応募は、ハローワークに赴くか、自身で履歴書・職務経歴書等を郵送する方法にて

行われますが、当社ウェブサイトにハローワーク求人情報を無料で掲載し、当社サイト上で検索・応募ができるサー

ビスを提供することで、ハローワークインターネットサービスの認知度及び利便性の向上、また転職機会の増加によ

る雇用を促進し、社会に貢献することを目的としております。

なお、当社は「ポータルオブポータルズ」モデルで培ったデータやノウハウを活用し、ユーザーを獲得する集客メ

ディアを当社ウェブサイトに限定しない集客代行サービスの展開も行っております。求人特化型検索エンジンの拡大

により、ユーザー獲得手法は多様化しており、パートナーの集客ニーズも多様化してきております。こうしたニーズ

に応えるため、総合的な応募課金型採用支援サービスとして「Adopt Admin」を提供し、収益の拡大を図っておりま

す。

また、新たな収益源を構築すべく、当社のアセットである集客代行事業において蓄積されるデータベースを活用し

たSaaS型営業支援クラウドサービスの立ち上げへの注力も行っております。
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　当社の主な事業の系統図は、次の通りであります。

 

　なお、当社は集客代行事業のみの単一セグメントであるため、以下カテゴリーごとに記載しております。

 

①　転職情報サイト「CAREERINDEX」

　当社パートナーが運営する転職ポータルサイトの求人情報及びハローワークの求人情報を当社ウェブサイトに集約

することで、ユーザーに求人情報を提供しております。

　ユーザーは、当社ウェブサイトを利用することにより、複数の転職ポータルサイトや人材紹介会社に一括登録・応

募ができます。また、当社は、ユーザーが応募したハローワークの求人企業に、ユーザーの応募情報を無償でお届け

するサービス「キャリアポスト」を提供しております。

 

②　アルバイト・派遣情報サイト「Lacotto」

　当社パートナーが運営するアルバイト・派遣ポータルサイトの求人情報を当社ウェブサイトに集約することで、

ユーザーに求人情報を提供しております。

　ユーザーは、当社ウェブサイトを利用することにより、複数のアルバイト・派遣情報に一括応募ができる仕組みと

なっております。

 

③　ファッション業界転職情報サイト「FashionHR」

　当社のパートナーであるファッションブランド及び人材紹介会社の求人情報を掲載することで、ユーザーにファッ

ション業界に特化した求人情報を提供しております。

　ユーザーは、当社ウェブサイトを利用することにより、業界に特化した転職活動が効率的にできる仕組みとなって

おります。

 

④　応募課金型採用支援サービス「Adopt Admin」

　当社ウェブサイト運営のデータやノウハウを活用し、ユーザーを獲得する集客メディアを当社ウェブサイトに限定

せず、求人特化型検索エンジン等も活用して集客代行をする、総合的な採用支援サービスを提供しております。

　パートナーは、ユーザー獲得手法を当社ウェブサイトに限定されないため、インターネット上から幅広いユーザー

の獲得が可能となります。

 

⑤　不動産賃貸情報サイト「DOOR賃貸」及び「キャッシュバック賃貸」

　当社パートナーが運営する不動産賃貸情報サイトの賃貸物件情報を当社ウェブサイトに集約することで、ユーザー

に不動産賃貸情報を提供しております。

　ユーザーは、当社ウェブサイトを利用することにより、複数の不動産賃貸情報サイトの物件情報を閲覧でき、ま

た、物件への問い合わせを一括で行うことができます。

 

⑥　SaaS型営業支援クラウドサービス「Leadle」

　人材系のサービスを提供する営業担当が効率よく営業先を開拓できる、営業効率化サービスです。当社が長年培っ

てきた豊富な求人情報データベースを活用することにより、簡単に営業候補先を絞り込める他、受注可能性順位をAI

が分析してリコメンドすることができるため、受注確率の向上をサポートすることができ、営業活動の効率化を図る

ことが可能です。

 

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

    2022年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

31 (3) 32.2 3.7 5,054

 

当社は集客代行事業のみの単一セグメントであるため、部門別の従業員数を示すと次の通りであります。

部門の名称 従業員数（人）

集客代行事業 28 (2)

全社（共通） 3 (1)

合計 31 (3)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社(共通)は、総務人事及び財務経理等の管理部門の従業員数であります。

 

(2)労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）会社の経営の基本方針

　当社は、『ひとりひとりの一生に、よい機会を。』を理念とし、2006年１月に転職情報サイトを開始して以降、ア

ルバイト・派遣情報サイト、ファッション業界転職情報サイト、不動産賃貸情報サイトといった各種情報サイトを運

営しております。

　中期的な事業の拡大を図るために、マーケティングノウハウを活かした事業展開や、顧客獲得のための営業開拓、

不動産賃貸情報に付帯するサービス（引越し、プロバイダー等）の強化によるサービス拡充を図ることで、ユーザー

とパートナー双方にとってより良いサービスの提供を目指してまいります。

 

（２）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社が今後の業容を拡大し、継続して成長し発展して行くためには、経営者は、「第２　事業の状況　１　経営方

針、経営環境及び対処すべき課題等　（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題」に記載の様々な課題に対

処して行くことが必要であると認識しております。それらの課題に対応するために、経営者は、常に市場動向の分析

を行うとともに、優秀な人材の確保及び適切な教育を実施し、最適な解決策を実施して行く方針であります。

 

（３）目標とする経営指標

　当社では、持続的な利益成長を目指して成長性や効率性の向上に取り組んでおり、主な経営指標として、売上高、

営業利益及び経常利益を特に重視しております。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

インターネット利用者の増加、デバイスの多様化及び通信速度の高速化により、インターネットを活用した情報サ

イトの開発及び運営に対するユーザーからのニーズは、今後益々拡大して行くものと思われます。一方で、インター

ネットを活用した情報サイト及び広告手法の多様化が進むことで、取引先各社がインターネットを活用した集客手段

を選別する傾向を強めることも予想されます。これに対処して当社の地位をさらに強固なものとすべく、より一層の

サービス向上とシェア拡大を目指して行く所存であります。また、新型コロナウイルス感染症拡大の長期化に伴い、

全世界的な影響が出ておりますが、我が国の経済においても不透明な経営環境が続くと予想されます。これに伴い、

当社においても、人材領域におきましては店舗等の営業自粛に伴う求人ニーズの減少、不動産賃貸領域におきまして

は緊急事態宣言が発令された場合による人の移動の減少等の影響が予測され、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。

なお、当社は、新型コロナウイルス感染症の業績への影響を考慮し、手元資金を十分確保していることに加え、当

座貸越契約による５億円の限度額を確保しており、経営の安定化を図っております。また、コスト削減に努め、今後

も状況に応じて資金調達等の対応を検討して行く方針です。

当社の優先的に対処すべき課題は、新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえ、事業拡充に不可欠である営業体制

強化による取引先の拡大、成果報酬型の集客代行事業であることからマーケティング強化によるユーザー数の増加と

なります。

上記優先的に対処すべき課題を含め、今後事業を展開するに当たり、当社が対処すべき課題として認識している点

は以下の通りであります。

 

①営業体制の強化について

　当社はこれまで取引先数の拡大を図ってまいりました。今後も、当社としては、既存の取引先と信頼関係を保ちな

がらビジネスパートナーとしての深耕を図り、収益を拡大させて行く必要があります。また、新規取引先の開拓を積

極的に行うために、当社が運営するウェブサイトのサービス内容をさらに充実させて行く必要があります。これらの

課題に積極的に取り組むため、営業体制の強化は必要不可欠であると考えております。

 

②マーケティングの強化について

　当社は、主にWebマーケティング手法により、ユーザー数の拡大を図っておりますが、インターネット広告市場は

継続して拡大をしており、競争の激化、新たなWebマーケティング手法の出現等が予測されます。Webマーケティング

の強化による効率化に加え、新たなWebマーケティング手法への対応を積極的に行い、今後においてもユーザー数の

拡大を図ってまいります。

 

③ブランドの構築

　当社では、主にWebマーケティング手法により、ユーザー数の拡大を図ってまいりました。一方、ブランディング

を目的とした広告の活用は積極的に展開できておりません。費用対効果を踏まえ、ブランディングを目的とした広告

活用を検討して行くとともに、今まで以上にユーザーにとって利便性の高いウェブサイトを構築することで、今後継

続的に当社及びウェブサイトの知名度アップを図り、ユーザーから最も支持されるメディア運営企業を目指して行く

所存であります。
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④優秀な人材の確保・育成について

　当社が展開しておりますビジネスは、ユーザーにとって最も便利なウェブサイトを、ユーザーの視点に立ち企画・

開発することが強く求められます。そのため、従業員一人一人の感性や経験が、ウェブサイトの質に大きな影響を及

ぼすため、優秀な人材を確保することが経営の重要な課題と認識しております。優秀な人材にとって魅力ある会社作

りを行うため、労働基準法等の関連法令に従った労務管理の実施はもとより、公正な評価基準や教育研修の充実に力

を入れてまいります。

 

⑤システム開発、改良、増強及び保守管理体制について

　当社の運営する事業は、性質上、ウェブサイトに係るシステムの開発、改良、増強及び保守管理体制が極めて重要

であり、今後もさらに充実させて行くことが求められております。また、インターネットの利用端末の多様化に対す

る対応も必須となります。引き続き、市場環境変化に対応したシステム開発、改良、増強及び保守管理体制の整備を

積極的に推進して行く方針であります。

 

⑥新領域への展開について

　当社はインターネットを活用した集客代行事業において、人材領域からスタートして不動産領域へと事業領域の拡

大を図ってまいりました。今後は、更なる新領域への事業展開を図ることでユーザーの利便性を向上させ、収益の拡

大を図って行くとともに、新しい収益モデルの構築にも積極的に取り組んでまいります。

 

⑦新型コロナウイルス感染症について

　新型コロナウイルス感染症拡大により、働き方が変化し、当社でも緊急事態宣言中は在宅勤務を実施する等、感染

拡大の防止と事業推進を並行して進めてまいりました。しかし、未だに新型コロナウイルス感染症は収束の兆候は見

えず、経済の不確実性は依然として高く、先行きについては不透明な状況が続いております。引き続き、新型コロナ

ウイルス感染症の影響が少ない分野を強化し、事業の拡大を図ってまいります。また、事業所内の感染防止対策、在

宅勤務の活用等を実施し、従業員の安全を考慮した事業運営を進めてまいります。

 

２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財務状況、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下の通りで

あります。

　なお、以下の記載における将来に関する事項については、本書提出日現在において判断したものであります。ま

た、以下の記載は当社に関連するリスクの全てを網羅するものではありません。

 

１.事業に関するリスクについて

(1)インターネット広告市場について

　日本の広告市場において、インターネット広告は広告手法の主要な手段となり、インターネット利用者数の拡大に

伴い、今後も成長が続くものと認識しております。現在、当社はインターネットを活用した各種情報サイトの開発及

び運営を通じた集客代行を主力事業としており、当社事業の継続的な拡大発展の前提として、社会における更なるイ

ンターネット環境の整備、インターネットの利用拡大が必要と考えております。しかしながら、インターネットの環

境整備やその利用に関する新たな規制の導入等により、今後のインターネット普及の障害となる予期せぬ要因が発生

した場合、インターネットを活用した情報サイトの開発及び運営が困難になった時には、当社の事業及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。さらに、広告市場は景気変動に影響を受けやすい市場であり、また、インターネット広

告は今後も他の広告媒体との競合が継続して行くと考えられることから、今後これらの状況に変化が生じた場合、当

社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、当社は、インターネットサービスが置かれている事

業環境及び技術の進化等について、常に最新の情報を把握できる体制を整えてまいります。

 

(2)特定の取引先への高い依存度について

　2022年３月期における当社の売上高に占める主要取引先上位５社の売上高合計の割合は53.0％となっており、特定

取引先への依存度が高くなっております。現時点ではそれらの取引先と当社との関係は良好であります。しかしなが

ら、それらの取引先への売上高が大きく減少することとなった場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。なお、対策としましては営業強化による取引先拡大を図り、依存度の低減を図ってまいります。
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(3)パートナーとの契約について

　当社のウェブサイト上に情報を掲載する各パートナーにおいて、ユーザー獲得に投下したコストに対する十分な売

上高が確保できない場合、契約の解除、事業撤退や他社との事業統合等の経営判断を行う可能性があります。イン

ターネットサービスは常に技術及びサービス形態が進化しているため、今後の競争環境の激化がこうした流れを助長

することも考えられます。当社はこうした業界再編等の影響を最低限に抑制するべく健全な財政状態にあるパート

ナーと取引を行うよう努めるとともに、パートナーの状況を適切に把握できる営業体制を築いてまいります。

 

(4)競合について

　当社はインターネット上での情報サイトを運営しております。「情報サイト」という範疇においては参入障壁が低

く、新規参入者は増加すると予想されるため、例えば大手ポータルサイト運営事業者等、競合他社の出現による収益

の低下及び競争激化等による広告宣伝費等の費用増加により、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。なお、当社は、パートナーからサイトコンテンツの提供を受け、ユーザーの送客数に応じた成果報酬型の集客代

行料金をパートナーより受領するという事業モデルの点において、一般的な掲載課金型の「情報サイト」とは異なる

ものと認識しており、ユーザーの利便性向上や当社独自の事業モデルを強化して行くことで、競合との差別化を図っ

てまいります。

 

(5)ウェブサービスにおける不正行為について

　当社は、成功報酬型のウェブサービスを提供しております。このため、ユーザーからの適切な情報提供を受けるこ

とが重要となりますが、ユーザーが事実と違う情報を提供する等の不正行為が発生する可能性があります。万一、不

正行為が悪質であった場合には、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。当社では、この様な不正行

為に対してシステム面における防止策の実施、利用規約での禁止、クライアントとの検収等の対策を講じておりま

す。

 

(6)新規事業について

　当社は人材領域及び不動産領域を中心にサービスを展開しておりますが、更なる事業の拡大を目指し、新領域での

サービス開発に取り組んでまいります。しかしながら、新規事業においては、ウェブサイト開発費用や広告宣伝費等

の先行投資が必要とされ、その結果、当社の利益率の低下を招く可能性があります。また、新規事業には不透明な点

が多く、先行投資額が想定を上回る場合があります。さらに、想定した収益が得られない場合、新規事業からの撤退

という経営判断をする可能性もあります。この様な場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。こ

のため、新規事業におきましては、投資対効果を慎重に判断し、決定してまいります。

 

(7)インターネットの技術革新及びサービスの陳腐化について

　インターネット関連分野における技術革新は著しく、現在利用している技術や業界で標準とされる技術が急激に変

化することも予想され、また技術革新に伴う顧客ニーズの変化、それに対応したビジネスモデルやサービスの開発・

進化が活発に行われております。当社の想定の範囲外にある技術革新や当社が提供するサービス等を必要としない何

らかのビジネスモデルの成立等により、現在の業態でのビジネス展開が縮小し、又は成立しなくなる可能性がありま

す。これらの変化に対応すべく、継続的なサービスの向上を図るとともに、インターネット技術の進歩においても、

常に状況を把握する体制を整えてまいります。

 

(8)インターネットを取り巻く法的規制について

　当社は、各種法令を遵守するとともに、社員教育等の啓蒙体制を整備しております。しかしながら、インターネッ

ト及び端末の普及、拡大とともにそれを活用したビジネスも多様化してきており、これに伴い、法改正又は新たな法

規制等が行われた場合、当社の業務が制約を受け又は変更を余儀なくされ、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能

性があります。このため、法規制等の動向の継続的な確認をしてまいります。

 

(9)システムトラブルについて

　地震、水害等の自然災害、火災、事故、停電等予期せぬ事象の発生によってコンピュータシステム及び通信ネット

ワークが切断された場合、当社ではサービスの停止を余儀なくされることとなり、また、アクセスの急激な増加や役

職員の過誤によるネットワーク障害が発生した場合、当社の直接の損害に加えて、当社の信頼の低下を招き、当社の

事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、当社は、停電や地震に対応可能な無停電設備、耐震構造

を備えたクラウドサービスを利用し、そのデータについてはバックアップを取る等、事業の安定的な運用のための体

制強化及びセキュリティ対策を行っております。
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(10)ネットワークセキュリティについて

　ネットワークセキュリティについて、予防が困難な未知の手段によるコンピュータハッカーの侵入及びコンピュー

タウイルス等の外的な要因により、ウェブサイトに対して破壊的な影響を与えた場合、当社ではサービスの停止を余

儀なくされ、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。また、サービス停止により、企業としての社会

的信用に影響を及ぼす可能性があります。当社では、コンピュータシステム及び通信ネットワークは、外部からの不

正アクセスを防止するためにファイアウォール等のセキュリティ手段によって保護されております。また、ネット

ワークセキュリティについては、今後とも十分な対応を図ってまいります。

 

(11)個人情報等の管理について

　当社が保有する個人情報等につき漏洩、改ざん、不正使用等が生じる可能性を完全に否定することはできません。

また、外部からの不正アクセスや想定していない事態によって個人情報の外部流出等が発生した場合には、適切な対

応を行うための相当なコスト負担、当社への損害賠償請求への対処、企業としての社会的信用の低下により、当社の

事業及び業績並びに企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。当社では、ユーザー等の個人情報に

つきましては、システム設計上での配慮は当然ながら、個人情報に関する社内でのアクセス権限の設定等、管理面及

び物理的側面からも取り扱いに厳重な注意を払っております。また、社内での個人情報保護に関する教育啓蒙を行っ

ており、個人情報保護についての重要性を認識しております。なお、当社は2008年１月、財団法人日本情報処理開発

協会よりプライバシーマークの認定・付与を受けております。

 

(12)商標の認知度について

　当社は、ユーザーが当社のウェブサイト上で行った登録・応募・物件問い合わせ等の情報をパートナー各社に移送

し集客代行料金を成果報酬型で受領しております。従って、収益に寄与させるためには、ユーザーの情報の移送数を

増加させることが必要となります。インターネット人口が増加し、情報提供サービスが増加する中で、当社ウェブサ

イトがユーザーから好意的に認知され、商標価値が高まり、アクセス数が増加することが、今後ますます重要になる

と考えております。このことから、当社または当社のウェブサイトの評判及び商標価値が低下した場合には、当社の

事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。これに対し、当社では、商標の認知度を高めるため、ユーザーに

とって使いやすい高品質なサービスを提供することによって、インターネット関連のメディアにおいて高い評価を維

持し、実績を積み重ねて商標価値を高めてまいります。

 

(13)当社のウェブサイトへの集客に係る広告宣伝活動について

　当社が運営するウェブサイトのユーザーを獲得するために、当社は売上高に対して相当額の広告宣伝費を投下して

おります。広告宣伝活動においては、集客費用対効果を重視する方針で支出の可否を判断し、インターネット上の検

索連動型広告を中心に出稿しております。今後、検索連動型広告の料金の高騰や検索エンジン運営者による上位表示

方針の変更等により集客費用対効果が悪化し、利益率が低下した場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。このため、当社では広告宣伝費及び集客費用対効果を適切に管理するとともに、新たな広告媒体の開拓・

開発にも積極的に取り組んでおります。

 

(14)知的財産権について

　当社は、現時点において、第三者の知的財産権の侵害を理由とした使用差止請求や損害賠償請求等を受けている事

実はありません。しかし、今後、使用差止請求や損害賠償請求等が提起され、多額の賠償金の支払やサービスの停止

等を余儀なくされた場合、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。このため、当社では、第三者の特

許権に抵触する可能性の低減を目的として、当社の事業に関係性のあるキーワードを用いて特許検索・検討を行って

います。

 

２.当社の事業運営体制に関わるリスクについて

(1)特定人物への依存について

　当社代表取締役である板倉広高と当社常務取締役である齊藤慶介は、当社設立以来の事業の推進者であり、当社の

経営方針や事業戦略、新規事業展開の意思決定等、当社の企業運営上、極めて重要な役割を果たしております。その

ため、両名の当社業務の遂行が困難な状態となった場合や経営幹部職員の育成、採用が進捗しなかった場合、当社の

事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。当社では、過度な依存を回避すべく、経営管理体制の強化、経営幹

部職員の育成、採用を図っております。
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(2)小規模組織であることについて

　当社は当事業年度末において、従業員31名と小規模組織で展開しており、また、内部管理体制も規模に応じたもの

となっております。このため、必要な人材を当社の計画どおりに確保できなかった場合、事業規模に応じた内部管理

体制を構築できなかった場合、さらに必要な人材の流出が発生した場合には、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。このため、事業の拡大にあわせて、優秀な人材の確保、育成を図る方針であります。

 

３.その他のリスクについて

(1)訴訟の可能性について

　当社は、現在において、損害賠償を請求されている事実や訴訟を提起されている事実はありませんが、システム障

害や人為的ミス等の予期せぬトラブルが発生した場合、取引先との関係に何らかの問題が生じた場合、第三者の知的

財産権を侵害したとのクレームが発生した場合等には、これらに起因する損害賠償を請求される、あるいは、訴訟を

提起される場合があります。損害賠償の金額、訴訟の内容及び結果によっては、当社への信頼性の低下を招き当社の

事業及び業績並びに企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。当社では、契約時には法務確認を徹

底していることに加え、必要に応じて弁護士等に相談をする等、訴訟リスク等の低減を図っております。

 

(2)大株主について

　当社代表取締役である板倉広高の当事業年度末日現在の株式保有率は、56.68％となっております。当社株式の保

有方針に関して、当該株式の売却が行われた場合には、当社株式の流通状況及び市場価格に影響を及ぼす可能性があ

ります。当社では、当社株式の保有方針等を定期的に確認する等、適切な対応を図ってまいります。

 

(3)新型コロナウイルス感染症について

　新型コロナウイルス感染拡大の長期化に伴い、全世界的な影響が出ており、我が国の経済においても不透明な経営

環境が続くと予想されます。この様な状況の中、当社は、人材領域のアルバイト・派遣分野では、ATS（応募者管理

システム）を提供する企業との連携を進めるとともに、現環境下でも好調な分野及び新型コロナウイルス感染症の影

響の少ない分野への積極的な営業活動を行い、クライアント拡大を図っております。また、不動産賃貸領域は、比較

的景気変動リスクが低いため、サイト改善、マーケティング活動、営業開拓及び引越しを中心として賃貸に付帯する

サービスの強化を進めております。ただし、依然として新型コロナウイルス感染症の影響については不透明な状況が

続いており、今後の状況次第では、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

４．リスクを把握し、管理する体制等について

　当社は、取締役、執行役員、部・室長をもって構成する経営会議を原則週１回、必要に応じて随時開催しており、

上記リスクの把握及びその対応状況等を適宜管理しております。経営会議においては、発生した事象の緊急性、業績

等への影響額、重要性等を考慮の上対応し、特に重要性が高いものについては取締役会に報告し、必要に応じて取締

役会において対応の決定をいたします。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概

要は次の通りであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

当事業年度における我が国の経済は、依然として新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、経済活動が抑制さ

れる厳しい状況で推移いたしました。ワクチン普及に伴い活動制限の緩和が進み、景気回復が期待されたものの、感

染力の強い新たな変異株の急速な拡大により、依然として予断を許さない状況が続いておりますが、追加のワクチン

接種の進展や医療体制の整備により経済活動は徐々に正常化に向かって行き、経済活動の回復が期待されます。

一方で、ウクライナ情勢による地政学リスクや原油高、米国の金利上昇、円安等、経済の不確実性は高く、先行き

について不透明な状況が続いております。

インターネット関連業界におきましては、「2021年 日本の広告費」（株式会社電通 2022年２月24日発表）により

ますと、新型コロナウイルス感染症に伴う巣ごもり・在宅需要の継続や、東京2020オリンピック・パラリンピックの

開催等により、動画配信サービスを中心に伸長し、その結果、インターネット広告媒体費は前年比122.8％の２兆

1,571億円となり、継続して拡大しております。

この様な環境の下、当社は、HR領域においては、従来のメディア運営企業との連携に加え、ATS（応募者管理シス

テム）を提供する企業との連携を強化してまいりました。特に、アルバイト・派遣分野を中心に新型コロナウイルス

感染症の影響下でも好調な分野及び新型コロナウイルス感染症の影響の少ない分野への積極的な営業活動等が功を奏

し、新型コロナウイルス感染症拡大以前を超えるまでに伸長しております。

不動産領域においても、新型コロナウイルス感染症の影響はあったものの、サイト改善、マーケティング活動を進

めるとともに、引越しを中心とした付帯サービスへの注力等、サービス拡充のための機能強化も進めてまいりまし

た。2020年10月に事業譲受した不動産賃貸メディア「キャッシュバック賃貸」の運営開始も功を奏し、不動産領域は

順調に拡大しております。

また、新たな収益源を構築すべくDX領域のサービスを推進し、当社のアセットを活用したSaaS型クラウドサービス

への注力等も行ってまいりました。

この結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下の通りとなりました。

a．財政状態

当事業年度末における資産残高は5,153百万円となり、前事業年度末に比べ635百万円増加しました。

当事業年度末における負債残高は1,520百万円となり、前事業年度末に比べ44百万円減少しました。

当事業年度末における純資産残高は3,632百万円となり、前事業年度末に比べ679百万円増加しました。

b．経営成績

当事業年度の売上高は3,058百万円（前年同期比31.8％増）となりました。また、営業利益は1,002百万円（同

90.1％増）、経常利益は1,001百万円（同94.8％増）、当期純利益は585百万円（同94.2％増）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ665百万円増加し、当

事業年度末には2,410百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、986百万円（前年同期は899百万円の獲得）となりました。こ

れは主に、税金等調整前当期純利益947百万円、減価償却費198百万円、投資有価証券評価損53百万円、未払消費税等

の増加83百万円の収入、売上債権の増加51百万円、法人税等の支払266百万円の支出があったことによるものであり

ます。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、61百万円（前年同期は631百万円の支出）となりました。こ

れは主に、投資有価証券の取得による支出49百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、259百万円（前年同期は289百万円の獲得）となりました。こ

れは主に、長期借入金の返済による260百万円の支出があったことによるものであります。
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③生産、受注及び販売の実績

a．生産実績

当社の業務には生産に該当する項目がないため、生産実績に関する記載はしておりません。

 

b．受注実績

当社は受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。

 

c．販売実績

　当社は、集客代行事業の単一セグメントであり、当事業年度の販売実績は、次の通りであります。

セグメントの名称
当事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

前年同期比（％）

集客代行事業（百万円） 3,058 131.8

　（注）１．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りでありま

す。

相手先

前事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社リクルート 825 35.6 743 24.3

株式会社LIFULL 237 10.2 532 17.4

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次の通りであります。

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

a．当社の当事業年度の財政状態及び経営成績は、以下の通りとなります。

1)財政状態

（資産）

当事業年度末における総資産残高は5,153百万円となり、前事業年度末に比べ635百万円増加しました。これは主

に、現金及び預金残高の増加665百万円、売掛金の増加51百万円、顧客関連資産の減少177百万円、関係会社株式の

増加103百万円等によるものです。

（負債）

当事業年度末における負債の残高は1,520百万円となり、前事業年度末に比べ44百万円減少しました。これは主

に、未払法人税等の増加126百万円、未払消費税等の増加83百万円、長期借入金の減少260百万円等によるもので

す。

（純資産）

当事業年度の純資産の残高は3,632百万円となり、前事業年度末に比べ679百万円増加しました。これは主に、利

益剰余金の増加583百万円、自己株式の減少72百万円によるものです。

この結果、自己資本比率は70.5％（前事業年度末は65.4％）となりました。
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2)経営成績

（売上高）

当事業年度における売上高は3,058百万円となり、前事業年度に比べ738百万円増加しました。これは、人材領域

のアルバイト・派遣分野において、ATS（応募者管理システム）を提供する企業との連携を進めるとともに、現環

境下でも好調な分野及び新型コロナウイルス感染症の影響の少ない分野への積極的な営業活動が功を奏したこと、

不動産領域においてはサイト改善、マーケティング活動及びサービス拡充のための機能強化等を進めるとともに、

引越しを中心として賃貸に付帯するサービスの立ち上げが功を奏したためとなります。

（売上原価）

当事業年度における売上原価は219百万円となり、前事業年度に比べ8百万円増加しました。これは主に、クラウ

ドサーバーの利用拡大、サービス拡充のための機能強化及びシステム関連に関するエンジニアの増員及び業務委託

費用の増加によるものです。

（売上総利益）

上記の結果、当事業年度における売上総利益は2,839百万円となり、前事業年度に比べ730百万円増加しました。

（販売費及び一般管理費）

当事業年度における販売費及び一般管理費は1,837百万円となり、前事業年度に比べ255百万円増加しました。こ

れは主に、売上高増加に伴う広告宣伝費の増加、前事業年度の期中に取得した事業譲受に伴う顧客関連資産の償却

が当事業年度は通期での償却となったことによるものです。

（営業利益）

上記の結果、当事業年度における営業利益は1,002百万円となり、前事業年度に比べ475百万円増加しました。

（営業外損益）

当事業年度における営業外収益は２百万円となり、前事業年度とほぼ同じ水準となりました。

当事業年度における営業外費用は３百万円となり、前事業年度に比べ11百万円減少しました。これは主に、前事

業年度に発生した事務所移転費用が当事業年度には発生しなかったためです。

（経常利益）

上記の結果、当事業年度における経常利益は1,001百万円となり、前事業年度に比べ487百万円増加しました。

（当期純利益）

当事業年度における税効果会計適用後の法人税等負担額は362百万円となり、前事業年度に比べ192百万円増加し

ました。

上記の結果、当事業年度における当期純利益は585百万円となり、前事業年度に比べ283百万円増加しました。

 

b．経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社の経営状況につきましては、インターネット広告市場は継続的な拡大となっているものの、新型コロナウイ

ルス感染症の影響、ウクライナ情勢による地政学リスクや原油高、米国の金利上昇、円安等により不透明な状況が

続いております。また、「第２　事業の状況　２　事業等のリスク」に記載の通り、事業環境等の様々なリスク要

因が経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識しております。そのため、当社は常に市場動向等の外部環

境を注視・分析することで現在及び将来における事業環境を確認するとともに、事業体制及び内部管理体制を強化

し、社会のニーズに合ったサービスを展開して行くことにより、経営成績に重要な影響を与えるリスク要因に対し

適切な対応を行ってまいります。

具体的には、人材領域においては、ATS（応募者管理システム）を提供する企業との連携を進めるとともに、

Adopt Adminにおいて現環境下でも好調な分野及び新型コロナウイルス感染症の影響の少ない分野への積極的な営

業活動を進め、不動産領域においては、サイト改善、マーケティング活動及びサービス拡充のための機能強化等を

進めるとともに、引越しをはじめとする付帯サービスを強化し、規模拡大を図りました。

また、新たな収益源を構築すべく、当社のアセットを活用したSaaS型クラウドサービスの立ち上げへの注力も

行ってまいりました。

その結果、当社が重要な経営指標としている売上高、営業利益、及び経常利益の達成状況につきましては、2022

年２月10日に開示いたしました計画に対して、それぞれの達成率が99.3%、100.0%、100.1%となっております。

新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、感染力の強い新たな変異株の急速な拡大もあり、依然として

不透明な状況が続いていることから、今後の状況次第では、人材領域におきましては店舗等の営業自粛等に伴う求

人ニーズの減少、不動産賃貸領域におきましては、緊急事態宣言が発令された場合には人の移動の減少等の影響が

予測され、当社の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の当事業年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・

フローの状況」に記載の通りであります。

当社の資本の財源及び資金の流動性については、短期、経常的な資金需要は運転資金であり、主なものは広告宣伝

費や人件費のほか法人税等の支払いとなります。これらについては営業キャッシュ・フローにより獲得した内部資金

により充当してまいります。なお、今後におきましては、M&A等による突発的な大型の資金需要については借入金や

増資等による調達も柔軟に検討してまいります。

流動比率につきましては281.0%となっております。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについては、

「第５　経理の状況　１　財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載の通りであり

ます。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度において、重要な設備投資はありません。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、以下の通りであります。

2022年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

（百万円）
建物附属設備
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

ソフトウエア
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(東京都港区)

事務所及び

ソフトウエア
15 6 5 30 58 31

（注）１．当社は集客代行事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりません。

２．本社事務所の建物は賃借により使用しており、年間賃借料は49百万円であります。

３．現在休止中の設備はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

（1）重要な設備の新設等

　重要な設備の新設等の計画はありません。

 

（2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,800,000

計 76,800,000

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,968,800 20,968,800

東京証券取引所

市場第一部（事業年度

末現在）

プライム市場（提出日

現在）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であります。

単元株式数は100株であり

ます。

計 20,968,800 20,968,800 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年６月１日から本有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2015年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　19名

新株予約権の数（個）※ 24　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式28,800（注）１,６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 18　（注）２,６

新株予約権の行使期間※
自　2017年３月31日

至　2025年３月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　18

資本組入額　９

（注）３,６

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）５

※ 当事業年度の末日（2022年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2022年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係

る記載を省略しております。

（注）１．新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である数（以下「付与株式

数」という。）は１個につき100株とする。

　ただし、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）を金207円とし、これに付与株式数を乗

じた金額とする。
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　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満

の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使によるも

のを除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １株当たり時価新規発行前の株価

    既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額

イ．新株予約権の行使により新株を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合

は、この端数を切り上げるものとする。

ロ．新株予約権の行使により新株を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本金等

増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、当社、当社親会社及び当社子会社の取締役又は従業員のいずれの地位をも喪失した時は、

権利を行使することができない。ただし、当社、当社親会社及び当社子会社の取締役を任期満了により退任

した場合、定年退職した場合、又は当社取締役会において正当な理由があると認められた場合はこの限りで

はない。

５．組織再編行為時の取り扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

イ．交付する再編対象会社の新株予約権の数

　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。

ロ．新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

ハ．新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権の目的である株式の種類及び数に準じて決定する。

ニ．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

調整した再編後の払込金額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られた金額とする。

ホ．新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

ヘ．譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

ト．新株予約権の取得条項

　新株予約権の取得事由に準じて決定する。

チ．新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使条件に準じて決定する。
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６．2017年１月10日開催の取締役会決議により、2017年１月26日付で普通株式１株につき３株の割合で、2017年

９月14日開催の取締役会決議により、2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で、2018年７月10

日開催の取締役会決議により、2018年７月28日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており

ます。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2017年４月１日～

2017年９月30日

（注）１

17,400 5,195,400 0 393 0 351

2017年10月１日

（注）２
5,195,400 10,390,800 － 393 － 351

2017年10月１日～

2018年３月31日

（注）１

54,600 10,445,400 0 394 0 352

2018年４月１日～

2018年７月27日

（注）１

600 10,446,000 0 394 0 352

2018年７月28日

（注）２
10,446,000 20,892,000 － 394 － 352

2018年７月29日～

2019年３月31日

（注）１

73,200 20,965,200 0 395 0 353

2019年４月１日～

2020年３月31日

（注）１

1,200 20,966,400 0 395 0 353

2021年４月１日～

2022年３月31日

（注）１

2,400 20,968,800 0 395 0 353

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．株式分割（１：２）によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

       2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 24 5 35 4 1,766 1,843 －

所有株式数

（単元）
－ 35,294 4,572 147 23,348 8 146,295 209,664 2,400

所有株式数の割

合（％）
－ 16.83 2.18 0.07 11.14 0.00 69.78 100.00 －

（注）自己株式271,121株は、「個人その他」に2,711単元、「単元未満株式の状況」に21株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

板倉　広高 東京都世田谷区 11,731,200 56.68

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海1-8-12 1,731,700 8.37

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町2-11-3 864,000 4.17

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG （FE-AC）

（常任代理人）株式会社三菱UFJ銀

行

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内2-7-1）

855,650 4.13

株式会社日本カストディ銀行（証券

投資信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 740,600 3.58

齊藤　慶介 神奈川県鎌倉市 672,000 3.25

NOMURA PB NOMINEES LIMITED

OMNIBUS-MARGIN （CASHPB）

（常任代理人）野村證券株式会社

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM

（東京都中央区日本橋1-13-1）

499,900 2.42

JP JPMSE LUX RE NOMURA INT PLC 1

EQ CO

（常任代理人）株式会社三菱UFJ銀

行

1 ANGEL LANE LONDON - NORTH OF THE

THAMES UNITED KINGDOM EC4R 3AB

（東京都千代田区丸の内2-7-1）

495,879 2.40

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 203,800 0.98

石川 克寿 神奈川県横浜市南区 183,600 0.89

計 － 17,978,329 86.86

（注）１．上記の他、当社が所有している自己株式271,121株があります。

２．2022年３月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友DSアセットマ

ネジメント株式会社が2022年２月28日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2022年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

　なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次の通りであります。

　大量保有者 三井住友DSアセットマネジメント株式会社

　　　住所 東京都港区虎ノ門1-17-1 虎ノ門ヒルズビジネスタワー26階

　　　保有株券等の数 株式 1,826千株

　　　株券等保有割合 8.71％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 271,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,695,300 206,953 単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 2,400 － －

発行済株式総数  20,968,800 － －

総株主の議決権  － 206,953 －

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社キャリアイン

デックス

東京都港区白金台五

丁目12番７号
271,100 － 271,100 1.29

計 － 271,100 － 271,100 1.29

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 113 122,055

当期間における取得自己株式 － －
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に

係る移転を行った取得自己株式
142,223 96,000,525 － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 271,121 － 271,121 －

（注）当期間における取得自己株式には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しつつ、業績の推移、財務状況、事業計画に基づく

資金需要等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスをとりながら、経営成績にあわせた利益配分を基本方針として

おります。また、当社は、株主への機動的な利益還元ができる様、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定め

る事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨

を定款で定めております。

　この方針に基づき、当事業年度の配当につきましては、１株につき2.5円の普通配当を実施することを決定しまし

た。この結果、当事業年度の配当性向は8.8％となりました。

　また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、事業拡大のための設備投資等

に有効投資してまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2022年５月20日
51 2.5

取締役会決議

 

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主をはじめ、ユーザー、取引先、従業員ひいては社会全体の共栄を目指すべき存在であり、またこれ

により企業価値が継続的に増大するとの認識を有しております。そして、その達成のため、社会的に有用なサービ

スを創出するとともに、各ステークホルダーとの関係強化及び経営統治機能の充実を図ることが、当社のコーポ

レート・ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営上の最重要項目と位置付けております。また、経営統治

機能の充実のため、各ステークホルダーへの適正かつタイムリーなディスクロージャーに努めてまいります。
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②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．会社の機関の内容

　当社の取締役会は、本書提出日現在取締役６名、うち２名は社外取締役で構成されており、定時取締役会を原

則として毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて随時開催しております。当社取締役会規程に基づき、監査役出

席の下、業務執行に関する経営上の重要な事項の意思決定を行うとともに、社外取締役が他の取締役の職務執行

を監督し、意思決定の透明性、効率性及び公平性の確保に努めております。

　　・構成員　代表取締役社長CEO　板倉広高（議長）、齊藤慶介、齋藤武人、星幸宏、

　　　　　　　中山周一郎（社外取締役）、渡辺洋司（社外取締役）

　当社は取締役会の他に、代表取締役等決裁者の意思決定に資するべく、代表取締役、取締役、執行役員、部・

室長をもって構成する経営会議を原則週１回、必要に応じて随時開催しております。経営会議には、必要に応じ

議案に関係ある者を出席させ、説明を求めるとともに、その意見または報告を聴取しております。ここでは、経

営の重要事項を審議する他、情報の共有化を図ることにより業績の向上とリスクの未然防止を図っております。

また、常勤監査役は議事録を確認するとともに、必要に応じて意見を述べております。

　　・構成員　代表取締役社長CEO 板倉広高（議長）、齊藤慶介、齋藤武人、星幸宏、幾島尚彦、辻口和也

　当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は社外監査役３名で構成され、うち１名は常勤監査役であり

ます。監査役は、監査役監査基準に基づき、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べる他、取締役の職務執

行を監査しております。監査役会は、定例の監査役会を毎月１回、必要に応じて臨時の監査役会を開催し、監査

計画の策定、監査実施状況、監査結果等の検討等、監査役相互の情報共有を図っております。なお、監査役は、

内部監査人及び会計監査人と緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

　　・構成員　常勤監査役 西田雅一（議長、社外監査役）、大西正義（社外監査役）、

　　　　　　　細川琢夫（社外監査役）

　当社の規模において現行の体制が、経営に対する十分な監督及び監視機能を確保し、法令遵守及び企業倫理の

徹底、効率的かつ効果的な経営及び業務執行が実現できる体制であると考えているため、上記の体制を採用して

おります。

 

ロ．会社の機関・内部統制に関する概要

　当社の機関・内部統制に関する概要は以下の通りであります。
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③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムといたしましては、経営の有効性と効率性の向上、財務報告の信頼性の確保、法令等

の遵守のため、職務分掌及び内部けん制の考え方を基礎に、業務特性やリスクに応じた各種の統制活動を実施し

ております。また、これらの内容を諸規程として定め、その徹底を図っております。さらに、管理部主導で内部

監査を実施し、所定の内部統制が有効に機能しているかを定期的に検証するとともに、絶えずその改善・強化に

努めております。法令等へのコンプライアンスに関しては、同部において常時その遵守状況を把握し、また顧問

弁護士等の外部専門家との適切なコミュニケーションにより、その確保に努めております。

内部統制システムの整備の状況は下記となります。

a　取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社取締役（代表取締役を含む、以下同じ）は、その職務の執行に当たっては、法令及び定款、コンプライア

ンス規程その他諸規程を整備し、これらを遵守するとともに、社会の倫理規範を遵守し、これを率先垂範して行

う。

・当社においては、管理部長がコンプライアンスの推進責任者を務めるものとし、同人が当社のコンプライアン

ス体制の整備及び問題点の把握に努める。

 

b　取締役の職務の執行に関わる情報の保存及び管理に関する体制

・取締役は、株主総会、取締役会の議事録と関連資料、その他取締役の職務執行に関する重要な文書を、それぞ

れの担当業務に従い、適切に保存・管理する。

・取締役会議長は、上記情報の保存・管理を監視・監督する責任者となる。

・管理部長は、上記責任者を補佐し、上記文書その他の情報の保存及び管理につき指導を行う。管理部内に上記

情報管理の担当者を置く。

・上記文書は、文書取扱規程に基づき保管し、必要に応じて閲覧できる状態を維持する。

 

c　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・取締役会は、当社の企業活動の持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対処するため、リスク管理体制を整備す

る。

・リスク管理については、取締役を含む各部門の責任者により構成される「経営会議」において情報の共有化や

対策検討を行い、重大な損失発生の未然防止、再発防止、迅速な対応に資するとともに、事業環境の急激な変化

に対応すべく機動的な運営を図るものとする。

 

d　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・事業活動に際し社内全体における意思統一を図るため、取締役会において短期、中期若しくは長期の経営計画

を策定し、当該経営計画に基づき予算等を設定する。

・取締役会は、取締役の職務の執行を迅速かつ効率的にするため、職務権限規程その他の業務運営規程に基づ

き、業務執行を担当する取締役・執行役員及び従業員の職務権限を定め、業務の執行を行わせる。

・職務の執行のより一層の迅速化・効率化を図るため必要と認められる場合には、その内容が定款変更に関わる

場合を除き、取締役会規程に基づく組織機構の変更を行うことができる。

 

e　従業員の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、従業員に対するコンプライアンス

教育及び啓蒙活動を行い、それらの遵守を徹底する体制を構築する。

・従業員は、法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合、これをコンプライアンス

推進責任者に報告する。コンプライアンス推進責任者は、代表取締役社長と協議の上、必要と認める適切な措置

を決定する。

・代表取締役社長は、内部監査部門を直轄する。内部監査部門は、代表取締役社長の指示に基づき、業務執行状

況の内部監査を行う。

 

f　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

・監査役が業務を補助すべき従業員を置くことが必要と判断し、これを求めた場合、監査役付を置くことができ

る。当該監査役付は、当社業務を熟知し、計数的な知見を有する従業員とする。

・監査役付は、監査役の指示に従い、その職務を行う。
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g　前号従業員の取締役からの独立性に関する事項

・前号の監査役付の独立性を確保するため、当該従業員の指揮命令権は、監査役に属する。

 

h　監査役を補助すべき従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役付に対する指示の実効性を確保するため、監査役は、当該従業員の人事異動、人事評価、懲戒処分等に

対して同意権を有する。

 

i　取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・業務執行を担当する取締役・執行役員及び従業員は、取締役会等の重要な会議において、随時その担当する業

務の執行状況の報告を行う。

・業務執行を担当する取締役は、(1)会社の信用を大きく低下させた、またはその虞のあるもの、(2)会社の業績

に大きな悪影響を与えた、またはその虞のあるもの、(3)社内外に、環境、安全、衛生面で重大な被害を与え

た、あるいはその虞のあるもの、(4)重大な法令・規則等の違反、あるいはその虞のあるもの、等につき、発見

次第速やかに監査役に対して報告を行う。

 

j　監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するた

めの体制

・内部通報制度を整備するとともに、正当な内部通報をした従業員等が、当該通報を理由として不利益な取り扱

いを受けない様にする。

 

k　監査役の職務の執行について生ずる費用または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用また

は債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役の職務を通じて生ずる費用の前払または償還手続、その他職務の執行について生ずる費用または債務の

処理は、監査役の職務に必要でないと認められる場合を除き、会社がこれを負担する。

 

l　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・業務執行を担当する取締役・執行役員及び従業員は、監査役の監査の実施に際して、業務の状況を報告し、そ

の職務に係る資料を開示する。

・監査役は、監査の実施に当たり必要と認める時は、自らの判断で、会計監査人、弁護士その他の専門家を活用

することができる。

 

 

ロ．リスク管理体制の整備の状況

　リスク管理については、取締役を含む各部門の責任者により構成される経営会議において情報の共有化や対策

検討を行い、重大な損失発生の未然防止、再発防止、迅速な対応を図ることで、事業環境の急激な変化に対応し

ております。

　また、コンプライアンス体制をより強化するため、顧問弁護士及び税理士法人等の外部専門家に適切な助言及

び指導を受ける体制を整えております。

 

 

ハ．責任限定契約の内容の概要

a.取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の

決議によって、取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の会社法第423条

第１項の賠償責任について、善意かつ重大な過失がない場合には、法令に定める限度額までに限定することが

できる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に

発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

b.責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

当該契約に基づく損害賠償契約の限度額は、法令が規定する額となります。
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ニ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の全ての取締役、監査役及び執行役員であり、被保険者は保険料を負

担しておりません。当該保険契約により被保険者の会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により発生した損害

が填補されることとなります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれない様にするため、被保険者

による犯罪行為等に起因する場合には填補の対象としないこととしております。

 

ホ．取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。

 

ヘ．取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び取締役の選任については、累積投票によらない旨、定款で

定めております。

 

ト．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

 

チ．支配株主との取引を行う際における少数株主保護についての方策

　当社の代表取締役である板倉広高は支配株主に該当しております。当社は、今後支配株主との取引は行わない

方針でありますが、例外的に取引を行う場合には、一般の取引条件と同様の適切な条件とし、取引理由及びその

必要性、取引条件の決定方法の妥当性等について、社外取締役及び社外監査役も参画した取締役会において十分

に審議した上で意思決定を行うこととし、少数株主の権利を保護する様努めております。

 

リ．剰余金の配当等に関する決定機関

　当社は、会社法第459条第１項各号に定める剰余金の配当及び自己株式の取得等（以下、「剰余金の配当等」

という。）について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定め

る旨、定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な

利益還元及び経営環境の変化に対して機動的な資本政策を行うことを目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性9名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

CEO

板倉　広高 1965年11月21日生

1988年４月 株式会社リクルート(現株式会社リク

ルートホールディングス)入社

1997年４月 ヤフー株式会社（現Zホールディングス

株式会社）入社

1998年４月 同社　広告営業部長

2000年４月 同社　法人営業部長

2003年７月 同社　ビジネス開発部長

2005年１月 株式会社アイ・アム(現株式会社イン

ターワークス)入社　常務執行役員

2005年11月 当社設立　代表取締役社長

2010年４月 株式会社バザール　取締役

2018年６月 代表取締役社長CEO(現任)
　

（注）

３
11,731,200

常務取締役

COO
齊藤　慶介 1977年11月５日生

2002年４月 テクノブレーン株式会社入社

2003年３月 株式会社パソナ入社

2003年10月 株式会社パソナキャレント

(現株式会社パソナ)転籍

2004年12月 株式会社アイ・アム(現株式会社イン

ターワークス)入社

2005年11月 当社出向（株式会社アイ・アムより）

2006年10月 当社入社

2006年11月 執行役員　営業企画部長

2007年６月 取締役　営業企画部長

2007年10月 取締役　事業開発部長

2009年４月 常務取締役　事業本部長

2010年４月 株式会社バザール　代表取締役社長

2015年３月 当社入社　執行役員

2015年４月 執行役員　事業開発本部長

2015年６月 取締役　事業開発本部長

2015年10月 取締役　マーケティング部長

2017年６月 常務取締役　マーケティング部長

2018年６月 常務取締役COO(現任)
　

（注）

３
672,000

取締役

CFO
齋藤　武人 1978年７月12日生

2003年４月 株式会社テレウェイヴ

（現株式会社アイフラッグ）　入社

2005年１月 株式会社ジェムコ日本経営　入社

2007年４月 当社入社

2010年４月 管理部長

2013年10月 執行役員　管理部長

2018年６月 取締役CFO(現任)
　

（注）

３
72,000

取締役

CRO
星　幸宏 1974年４月７日生

1998年４月 ムーンバット株式会社　入社

1999年１月 株式会社ファイブフォックス　入社

2001年１月 株式会社インターワークス　入社

2008年２月 同社　取締役

2008年４月 同社　取締役　営業部長

2010年２月 同社　取締役　メディア営業部長

2011年４月 同社　取締役　採用支援事業部長

2012年１月 同社　取締役　グローバルリクルー

ティング事業部長

2014年１月 日本データビジョン株式会社　取締役

2014年７月 同社　取締役副社長

2015年７月 当社　入社

2015年10月 執行役員　営業統括部長

2019年６月 取締役CRO(現任)

2021年12月 株式会社マージナル　取締役（現任）
　

（注）

３
30,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 中山　周一郎 1981年１月21日生

2006年10月 株式会社アーバンアセットマネジメン

ト入社

2007年４月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任

監査法人）入所

2008年11月 應和監査法人入所

2011年11月 三菱自動車工業株式会社入社

2012年７月 税理士法人 The CFO Tax & Accounting

入所

2013年１月 公認会計士登録

2013年１月 中山公認会計士事務所　代表（現任）

2013年２月 株式会社医歯薬ネット入社

2014年８月 株式会社医歯薬ネット

取締役　経営企画室室長兼管理部長

2017年１月 株式会社ランディックス

非常勤CFO

2017年１月 東陽監査法人非常勤職員

2017年３月 株式会社医歯薬ネット　非常勤監査役

2017年６月 当社取締役(現任)

2017年６月 株式会社ランディックス　取締役

2020年７月 株式会社WARC入社（現任）
　

（注）

３
－

取締役 渡辺　洋司 1975年８月19日生

1998年４月 株式会社アルファシステムズ入社

2002年３月 株式会社アスケイド入社

2016年４月 株式会社サイバーセキュリティクラウ

ド入社　CTO兼Webセキュリティ事業部

長

2016年12月 同社　執行役員　CTO兼Webセキュリ

ティ事業部長

2017年６月 同社　取締役CTO兼Webセキュリティ事

業部長

2020年５月 同社　取締役CTO兼Webセキュリティ事

業本部長

2020年12月 株式会社ソフテック　代表取締役社長

2021年１月 株式会社サイバーセキュリティクラウ

ド　代表取締役社長兼CTO

2021年３月 同社　代表取締役CTO(現任)

2021年６月 当社取締役（現任）

　

（注）

３
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
西田　雅一 1957年６月20日生

1981年４月 株式会社三越（現　株式会社三越伊勢

丹）　入社

2004年３月 同社　商品本部　商品システム推進

部　ゼネラルマネージャー

2007年８月 同社　統合準備室　プロジェクトリー

ダー

2008年４月 株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス　営業政策本部　店舗運営グループ

長

2011年４月 同社　執行役員　事業開発部長

2014年４月 株式会社スタジオアルタ　代表取締役

社長

2015年４月 株式会社三越伊勢丹　監査役

2019年７月 株式会社三越伊勢丹ホールディング

ス　内部監査室　参与

2020年６月 当社　常勤監査役(現任)
　

（注）

４
－

監査役 大西　正義 1945年５月25日生

1969年７月 株式会社富士銀行

(現　株式会社みずほ銀行)入社

1993年５月 同行　鳥越支店長

1995年５月 同行　人事部教育研修室長

1997年10月 亜細亜証券印刷株式会社

(現　株式会社プロネクサス)入社

ディスクロージャー営業部長

1998年６月 同社　取締役

2008年６月 同社　常務顧問

2008年11月 株式会社カービュー　入社

上席執行役員メディア事業本部長

2009年６月 同社　取締役

2012年４月 同社　取締役副社長

2012年12月 同社　代表取締役社長

2013年２月 同社　取締役

2013年10月 株式会社レントラックス

非常勤監査役(現任)

2015年６月 当社　常勤監査役

2020年６月 当社　非常勤監査役（現任）
　

（注）

４
－

監査役 細川　琢夫 1953年５月18日生

1977年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社　入社

2004年４月 コベルコシステム株式会社　出向

管理担当取締役

2007年４月 株式会社エクサ　出向

管理担当取締役

2008年４月 同社　転籍　取締役常務執行役員

2012年５月 コムチュア株式会社　入社　顧問

2012年６月 同社　取締役経営企画本部長

2014年１月 同社　取締役経営管理本部長

2016年４月 同社　取締役経営管理統括本部長

2016年６月 当社　非常勤監査役(現任)

2017年８月 AI inside株式会社　常勤監査役
　

（注）

４
－

計 12,505,200

（注）１．取締役中山周一郎及び渡辺洋司は、社外取締役であります。

２．監査役西田雅一、大西正義及び細川琢夫は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、2022年６月29日開催の定時株主総会終結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のう

ち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役西田雅一、大西正義及び細川琢夫の任期は、2020年６月29日開催の定時株主総会終結の時から選任後４

年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．当社では、経営の意思決定及び迅速な業務執行を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は２

名で、新規／投資ファイナンス部長 幾島　尚彦及びシステム部長 辻口　和也で構成されております。

 

EDINET提出書類

株式会社キャリアインデックス(E32795)

有価証券報告書

30/66



②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

　社外取締役の中山周一郎は公認会計士としての専門的見識に基づき当社の経営を監督しております。

　社外取締役の渡辺洋司は経営者としての経験や見識に加え、特にシステム面に関わる豊富な経験と幅広い見識

に基づき当社の経営を監督しております。

　社外監査役の西田雅一は経営者及び監査役としての豊富な経験と幅広い見識に基づき監査体制の強化に努めて

おります。

　社外監査役の大西正義はIT業界やディスクロージャーに関する経験や知識に基づき監査体制の強化に努めてお

ります。

　社外監査役の細川琢夫は管理部門における経験に加え、上場会社における管理部門管掌の取締役経験に基づき

監査体制の強化に努めております。

　社外取締役及び社外監査役の当社株式の保有状況については、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　

（２）役員の状況」の「所有株式数」欄に記載の通りであります。社外監査役大西正義は、株式会社レントラッ

クスの社外監査役であり、当社と当該兼職先との間には、当社サービスへの集客を目的としたWebマーケティン

グに係る契約を締結しております。これ以外には、当社の社外取締役である中山周一郎及び渡辺洋司、社外監査

役である西田雅一、大西正義及び細川琢夫につきましては、当社並びに当社の取締役・監査役とは一切の人的関

係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませ

んが、選任に当たっては株式会社東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　社外取締役又は社外監査役による監査と内部監査及び会計監査との関係は、随時情報交換を行い連携を密にす

ることで、監査の実効性と効率性の向上を図っております。社外監査役と内部監査担当は、月１回開催される監

査役会時において、情報交換を行っております。また、社外監査役、会計監査人及び内部監査担当は、四半期ご

とに情報交換を行っております。また、社外監査役及び会計監査人は内部統制担当とも同様の情報交換を行って

おります。社外取締役は、月１回開催される取締役会時において、社外監査役と情報交換を行い、相互連携を

図っております。

 

（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は社外監査役３名で構成され、うち１名は常勤監査役であり

ます。監査役は、監査役監査基準に基づき、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べる他、取締役の職務執

行を監査しております。監査役会は、定例の監査役会を毎月１回、必要に応じて臨時の監査役会を開催し、監査

計画の策定、監査実施状況、監査結果等の検討等、監査役相互の情報共有を図っております。

　なお、監査役細川琢夫氏は、長年にわたり経理を含めた管理部門の責任者を歴任し、経理・財務業務に携わっ

てきた経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　当事業年度において、当社は監査役会を合計12回開催しており、個々の監査役の出席状況については次の通り

であります。

区分 氏名 監査役会出席状況

常勤社外監査役 西田　雅一 全12回中　12回

社外監査役 大西　正義 全12回中　10回

社外監査役 細川　琢夫 全12回中　12回

 

　監査役会における主な検討事項は、監査の方針及び監査実施計画、内部統制システムの整備・運用状況、会計

監査人の監査の方法及び結果の相当性等となります。

　また、常勤監査役の活動として、代表取締役との面談、取締役・執行役員等とのコミュニケーション、取締役

会等への出席、その他重要な会議体の議事録の確認、稟書類等の閲覧、従業員とのコミュニケーション、内部監

査人及び会計監査人からの監査実施状況・結果の報告の確認等を行っております。
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②　内部監査の状況

　本書提出日現在においては、内部監査専任部署は設けておりませんが、内部監査は管理部を中心に実施してお

り、内部監査担当者は管理部１名、管理部の内部監査を行うHR事業部１名の合計２名であります。内部監査担当

者はリスク防止等の内部監査機能を担っており、業務全体にわたる内部監査を実施して、業務の改善に向けた具

体的助言、勧告を行っております。内部監査担当者は、監査役や会計監査人とも随時情報交換を行い連携を密に

することで、監査の実効性と効率性の向上を図っております。

 

③　会計監査の状況

a.監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

 

b.継続監査期間

８年

 

c.業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　芳野　博之

指定有限責任社員　業務執行社員　原賀　恒一郎

 

d.会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　２名、その他　３名

 

e.監査法人の選定方針と理由

　監査役会は、会計監査人の独立性及び専門性を有しているかの確認を行うとともに、監査計画の内容、会計監

査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監

査人の選定を行う方針であります。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、監査役会は、会計監査人が会

社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会

計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、高品質な監査を可能

とする充分な監査時間の確保、経営陣幹部へのヒアリング等の実施、会計監査人と監査役及び内部監査部門等と

の十分な連携等の状況を確認しております。その結果、監査の方法及び結果は相当であると認めております。

 

④　監査報酬の内容等

a.監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

24 － 25 －

 

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 

c.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

d.監査報酬の決定方針

　監査報酬は、監査計画・監査日数等を総合的に勘案し、監査役会の同意を得た上で決定しております。
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e.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であ

るかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をしております。

 

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は、優秀な人材を確保で

きる水準、当社の業績、企業規模及び景気動向等を総合的に判断した上で、決定することを方針とします。また、

その決定方法は、代表取締役が発議の上、取締役会にて審議、決定いたします。当事業年度に係る取締役の個人別

の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由は、当該方針に従い当社の業績、企業規模

及び景気動向等を総合的に判断した結果、妥当であると判断したためとなります。

　当社の役員報酬の限度額は、取締役報酬については、2016年10月13日開催の臨時株主総会において年額３億円

（ただし、使用人分給与は含まない。）以内、監査役報酬については、2007年６月26日開催の定時株主総会におい

て年額1,000万円以内となっております。

　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の権限を有するものは、取締役会であります。ま

た、その権限の内容及び裁量の範囲は、代表取締役が役員報酬の決定方針に基づき個人別報酬額を発議し、取締役

会において、妥当性等を審議の上、取締役会が個人別報酬額を決定いたします。

　監査役の報酬については、株主総会の決議によって定められた報酬枠の範囲において、監査役の協議によって決

定いたします。

　当事業年度における報酬等の額の決定等については、代表取締役の発議内容を、2021年６月開催の取締役会にお

いて、審議の上、個人別報酬額を決定いたしました。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く。）
73 73 － － － 4

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 8 8 － － － 6

 

③　役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、配当

利益や値上がり益を目的としたものを純投資目的である投資株式とし、投資対象会社との業務提携、情報共有等

を通じて、当社の企業価値の維持・向上に資すると認められるものを純投資目的以外の目的である投資株式とし

ております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

　当社は、毎年、代表取締役、取締役、執行役員、部・室長にて構成される経営会議において、事業戦略上の重

要性、投資先との関係等を総合的に勘案し、保有方針及び保有の合理性を検証いたします。個別銘柄の保有の適

否に関する検証においては、経営会議にて、過去の実績を踏まえ、当社及び投資先の中長期的な企業価値向上に

資するか否か、事業機会の創出や取引・協業関係の状況等を勘案して検証を実施し、必要に応じて取締役会に報

告いたします。

 

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 5 108

非上場株式以外の株式 － －

 

当事業年度において株式数が増加した銘柄

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 2 153
中長期的な観点において企業価値向上

に資すると判断したため

非上場株式以外の株式 － － －

 

c.特定投資株式及びみなし株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式は、全て非上場株式となるため、該当事項はありません。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当

事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。なお、比較を容易にするため、前事業年度につい

ても百万円単位に組替え表示しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日ま

で）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準の変更等に迅速に対応できる体制を整備するため、各種団体等が開催するセミナーへの参

加や監査法人との緊密な連携により情報収集を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社キャリアインデックス(E32795)

有価証券報告書

35/66



１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,745 2,410

売掛金 306 357

前払費用 13 14

その他 9 0

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 2,074 2,783

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 17 15

建物附属設備（純額） 6 6

工具、器具及び備品（純額） 6 5

有形固定資産合計 ※ 30 ※ 27

無形固定資産   

ソフトウエア 42 30

のれん 18 12

顧客関連資産 2,235 2,057

無形固定資産合計 2,296 2,100

投資その他の資産   

投資有価証券 8 4

関係会社株式 － 103

破産更生債権等 1 －

敷金 41 39

会員権 28 28

繰延税金資産 38 65

貸倒引当金 △1 －

投資その他の資産合計 116 241

固定資産合計 2,443 2,369

資産合計 4,518 5,153
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 17 17

未払金 272 275

未払費用 15 17

未払法人税等 166 293

未払消費税等 39 122

契約負債 － 2

前受金 0 －

預り金 2 2

１年内返済予定の長期借入金 260 260

流動負債合計 775 990

固定負債   

長期借入金 790 530

固定負債合計 790 530

負債合計 1,565 1,520

純資産の部   

株主資本   

資本金 395 395

資本剰余金   

資本準備金 353 353

その他資本剰余金 0 23

資本剰余金合計 353 377

利益剰余金   

利益準備金 8 8

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,406 2,989

利益剰余金合計 2,414 2,998

自己株式 △210 △138

株主資本合計 2,953 3,632

純資産合計 2,953 3,632

負債純資産合計 4,518 5,153
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

 当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 2,320 3,058

売上原価 211 219

売上総利益 2,108 2,839

販売費及び一般管理費 ※ 1,581 ※ 1,837

営業利益 527 1,002

営業外収益   

受取利息 0 0

雑収入 2 2

営業外収益合計 2 2

営業外費用   

支払利息 2 2

為替差損 0 1

事務所移転費用 12 －

営業外費用合計 15 3

経常利益 513 1,001

特別利益   

負ののれん発生益 47 －

特別利益合計 47 －

特別損失   

投資有価証券評価損 90 53

特別損失合計 90 53

税引前当期純利益 470 947

法人税、住民税及び事業税 206 388

法人税等調整額 △37 △26

法人税等合計 169 362

当期純利益 301 585
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  48 23.0 50 22.9

Ⅱ　経費 （※） 162 77.0 169 77.1

　　売上原価  211 100.0 219 100.0

 

 （注）※主な内訳は次の通りであります。

 

項目
前事業年度

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当事業年度
（自 2021年４月１日
至 2022年３月31日）

外注費（百万円） 150 154

減価償却費（百万円） 12 14
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

         （単位：百万円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益
剰余金

利益剰余
金合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 395 353 0 353 8 2,104 2,113 △210 2,652 2,652

当期変動額           

新株の発行         － －

当期純利益      301 301  301 301

自己株式の取得         － －

株式交換による
増加         － －

当期変動額合計 － － － － － 301 301 － 301 301

当期末残高 395 353 0 353 8 2,406 2,414 △210 2,953 2,953

 

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

         （単位：百万円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益
剰余金

利益剰余
金合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 395 353 0 353 8 2,406 2,414 △210 2,953 2,953

会計方針の変更
による累積的影
響額

     △1 △1  △1 △1

会計方針の変更を
反映した当期首残
高

395 353 0 353 8 2,404 2,413 △210 2,951 2,951

当期変動額           

新株の発行 0 0  0     0 0

当期純利益      585 585  585 585

自己株式の取得        △0 △0 △0

株式交換による
増加   23 23    72 96 96

当期変動額合計 0 0 23 23 － 585 585 72 681 681

当期末残高 395 353 23 377 8 2,989 2,998 △138 3,632 3,632
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

 当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 470 947

減価償却費 173 198

のれん償却額 18 5

敷金償却額 2 1

投資有価証券評価損益（△は益） 90 53

負ののれん発生益 △47 －

受取利息 △0 △0

支払利息 2 2

売上債権の増減額（△は増加） 17 △51

仕入債務の増減額（△は減少） 0 △0

未払金の増減額（△は減少） △41 5

未払消費税等の増減額（△は減少） 39 83

未収消費税等の増減額（△は増加） 178 －

その他 6 8

小計 911 1,255

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △10 △266

営業活動によるキャッシュ・フロー 899 986

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 － △49

有形固定資産の取得による支出 △31 △1

無形固定資産の取得による支出 △17 △2

無形固定資産の売却による収入 10 －

関係会社株式の取得による支出 － △7

事業譲受による支出 ※１ △600 －

敷金の差入による支出 △0 －

敷金の回収による収入 7 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △631 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 500 －

長期借入金の返済による支出 △210 △260

株式の発行による収入 － 0

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 289 △259

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 557 665

現金及び現金同等物の期首残高 1,187 1,745

現金及び現金同等物の期末残高 ※２ 1,745 ※２ 2,410
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法により評価しております。

その他有価証券

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法により評価しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2020年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　　　　　10年

建物附属設備　　　　　　　　10年

工具、器具及び備品　　　　　４～８年

無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

また、顧客関連資産については９～14年で償却しております。

 

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　当社は、主にユーザー（当社サービスの利用者）の情報をパートナー（顧客）各社に移送することによ

る集客代行事業を営んでおり、主にHR、不動産領域にサービスを展開しております。当社は、ユーザーの

会員登録、求人応募、問い合わせ等の応募成果を獲得し、その成果に応じて顧客から報酬を得ておりま

す。当該集客代行事業による収益は、顧客への役務提供完了時点で認識しております。また、当社は、求

人情報をサイトに掲載することにより報酬（初期手数料を含む。）を得ております。当該サイト掲載によ

る収益は、サービス提供期間にわたり按分して認識しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりませ

ん。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

６．その他財務諸表作成のための基礎となる事項

のれんの償却方法及び償却期間

５～10年間で均等償却しております。
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（重要な会計上の見積り）

１．関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

 （単位：百万円）

 前事業年度 当事業年度

株式会社マージナルの

株式(関係会社株式)
－ 103

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

株式会社マージナルの株式は2021年8月1日に株式交換により取得しており、当該取得価額には超過収

益力が反映されております。当該株式は市場価格のない株式であり、超過収益力を反映させた実質価額

が著しく低下した場合には、減損処理をすることとしております。当事業年度において、超過収益力を

反映させた実質価額と取得価額を比較した結果、実質価額の著しい低下は認められず、減損は不要と判

断しております。

②主要な仮定

株式会社マージナルはWeb面接専用システム「BioGraph」を提供している会社であります。超過収益

力算定の基礎となる事業計画における主要な仮定は「BioGraph」の契約単価及び契約数であります。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

事業計画における「BioGraph」の契約単価及び契約数は見積りの不確実性が高く、市場環境の変化等

により実績値が当初の見積りから大きく乖離し、超過収益力の毀損が認められた場合には、関係会社株

式の減損が必要となる可能性があります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、当社は

FashionHRへのサイト掲載契約に伴う初期手数料において、従来はサービス提供開始時に一括で収益を認識し

ておりましたが、サービス提供期間にわたり按分して収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに

従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の

期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より、

「契約負債」に含めて表示しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取り扱いに

従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ０百万円減少しております。また、当事業年度の期首の純資産に累

積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は１百万円減少して

おります。

１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取り扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関

係」注記については記載しておりません。

 

（未適用の会計基準等）

該当事項はありません。
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（表示方法の変更）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

この結果、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を

行うことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

19号 2019年７月４日）第７-４項に定める経過的な取り扱いに従って、当該注記のうち、前事業年度に係るも

のについては記載しておりません。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響について、その収束時期等を正確に予測することは困難な状況にあります

が、当社の業績に与える影響は限定的であるとの仮定の下、会計上の見積りを行っております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、今後の状況次第では翌事業年度の財

政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（貸借対照表関係）

※　有形固定資産の減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、次の通りであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 9百万円 14百万円
 

計 9 14

 

　当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次の通りであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

当座貸越限度額の総額 500百万円 500百万円

借入実行残高 － －

差引額 500 500

 

（損益計算書関係）

※　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度62％、当事業年度68％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度38％、当事業年度32％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
　前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

　当事業年度
（自　2021年４月１日
　　至　2022年３月31日）

広告宣伝費 959百万円 1,238百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 20,966,400 － － 20,966,400

合計 20,966,400 － － 20,966,400

自己株式     

普通株式　（注） 410,431 2,800 － 413,231

合計 410,431 2,800 － 413,231

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,800株は、譲渡制限付株式付与のために割り当てた普通株式の一部を無償取

得したことによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１． 20,966,400 2,400 － 20,968,800

合計 20,966,400 2,400 － 20,968,800

自己株式     

普通株式　（注）２．３． 413,231 113 142,223 271,121

合計 413,231 113 142,223 271,121

（注）１．新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は2,400株増加しております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加113株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少142,223株は、株式交換による減少であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　該当事項はありません。
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（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年５月20日
取締役会

普通株式 51 利益剰余金 2.5  2022年３月31日  2022年６月13日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　事業の譲受けにより増加した資産の主な内訳

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　事業の譲受けにより増加した資産の主な内訳は次の通りであります。

固定資産 　　　668百万円

資産合計 　　　668

 

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

※２　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

現金及び預金勘定 1,745百万円 2,410百万円

現金及び現金同等物 1,745 2,410

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取り組み方針

　当社は、資金運用に関しては短期的な預金に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　会員権は、会員権相場の変動リスク及び運営法人の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であります。時価を把握することが極めて困難であ

り、減損のリスクに晒されております。

　営業債務である未払金は、概ね２か月以内の支払期日であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権につきましては、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先の状況を定期的にモ

ニタリングすることによりリスク低減を図っております。

　会員権につきましては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直してお

ります。

　投資有価証券につきましては、投資先より定期的に業績や財務状況の報告を受けており、当該リスクを

把握する体制をとっております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

前事業年度（2021年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

会員権 28 21 △6

資産計 28 21 △6

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
1,050 1,050 0

負債計 1,050 1,050 0

（*1）「現金及び預金」、「売掛金」、「未払金」、及び「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象

としておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の通りであります。

区分 前事業年度（百万円）

非上場株式 8

 

当事業年度（2022年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

会員権 28 28 △0

資産計 28 28 △0

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金を含む）
790 790 0

負債計 790 790 0

（*1）「現金及び預金」、「売掛金」、「未払金」、及び「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下の通りであります。

区分 当事業年度（百万円）

非上場株式 4

関係会社株式 103
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（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 1,745 － － －

売掛金 306 － － －

合計 2,052 － － －

 

当事業年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 2,410 － － －

売掛金 357 － － －

合計 2,768 － － －

 

（注）２．長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）の決算日後の返済予定額

前事業年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金

を含む）

260 260 260 220 50 －

合計 260 260 260 220 50 －

 

当事業年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金

（1年内返済予定の長期借入金

を含む）

260 260 220 50 － －

合計 260 260 220 50 － －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

の属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当事業年度（2022年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

会員権 － 28 － 28

資産計 － 28 － 28

長期借入金 － 790 － 790

負債計 － 790 － 790

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

会員権

　ゴルフ会員権の時価は、期末会員権相場により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定し

ており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

１．市場価格のない株式等

前事業年度（2021年３月31日）

時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度
（百万円）

非上場株式 8

 

当事業年度（2022年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度
（百万円）

非上場株式 4

関係会社株式 103

 

 

２．減損処理を行った有価証券

　前事業年度において、市場価格がない非上場株式について90百万円の減損処理を行っております。

　当事業年度において、市場価格がない非上場株式について53百万円の減損処理を行っております。

　なお、減損処理に当たっては、期末における財政状態等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第３回ストック・オプション 第５回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　19名 当社従業員　５名

株式の種類別のストック・

オプションの数（注）
普通株式　318,000株 普通株式　6,000株

付与日 2015年３月31日 2016年６月30日

権利確定条件

新株予約権者が権利行使時において

も当社、当社親会社及び当社子会社

の取締役又は従業員の地位にあるこ

とを要す。

新株予約権者が権利行使時において

も当社、当社親会社及び当社子会社

の取締役又は従業員の地位にあるこ

とを要す。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　2017年３月31日

至　2025年３月30日

自　2018年６月30日

至　2026年６月26日
  
（注）株式数に換算して記載しております。なお、2017年１月26日付株式分割（１株につき３株の割合）、2017年10

月１日付株式分割（１株につき２株）、2018年７月28日付株式分割（１株につき２株）による分割後の株式数

に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度（2022年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
第３回

ストック・オプション
第５回

ストック・オプション

権利確定前 （株）   

前事業年度末  － －

付与  － －

失効  － －

権利確定  － －

未確定残  － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末

（注）１．
 30,000 1,200

権利確定  － －

権利行使  1,200 1,200

失効  － －

未行使残

（注）１．
 28,800 －

（注）１．2017年１月26日付株式分割（１株につき３株の割合）、2017年10月１日付株式分割（１株につき２株）、

2018年７月28日付株式分割（１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 

②　単価情報

 
第３回

ストック・オプション
第５回

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 18 156

行使時平均株価 （円） 849 641

付与日における

公正な評価単価
（円） － －

（注）2017年１月26日付で普通株式１株につき３株の割合、2017年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合、

2018年７月28日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより、権利行使価

格、行使時平均株価、付与日における公正な評価単価が調整されております。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。

 

４．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的

価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源

的価値の合計額

　①当事業年度末における本源的価値の合計額　17百万円

　②当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

　１百万円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 

当事業年度
（2022年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 7百万円  12百万円

未払費用 0  4

貸倒引当金 0  0

資産除去債務 0  0

株式報酬費用 2  －

投資有価証券評価損 48  65

資産調整勘定 5  3

繰延税金資産合計 65  86

繰延税金負債    

顧客関連資産 △8  △6

差額負債調整勘定 △18  △14

繰延税金負債合計 △27  △21

繰延税金資産純額 38  65

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 
 

当事業年度
（2022年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  0.0

のれん償却額 1.2  0.2

住民税均等割 0.1  0.0

留保金課税 7.2  7.2

負ののれん発生益 △3.1  －

その他 △0.2  0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.0  38.2

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認め

られる金額を合理的に見積り、当該事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっておりますが、

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：百万円)

 売上高

HR領域 1,585

不動産領域 1,388

その他 84

顧客との契約から生じる収益 3,058

その他の収益 －

外部顧客への売上高 3,058

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「注記事項（重要な会計方針）４．

収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業

年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に

関する情報

 

(1) 契約負債の残高等

当社においては、契約負債の残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないため、記載を省略

しております。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社においては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を

適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれてい

ない重要な金額はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、集客代行事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 集客代行事業 合計

外部顧客への売上高 2,320 2,320

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社リクルート 825 集客代行事業

株式会社LIFULL 237 集客代行事業

 

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 集客代行事業 合計

外部顧客への売上高 3,058 3,058

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社リクルート 743 集客代行事業

株式会社LIFULL 532 集客代行事業

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　　当社は、集客代行事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　　当社は、集客代行事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　　当社は、集客代行事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　　当社は、集客代行事業の単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社キャリアインデックス(E32795)

有価証券報告書

54/66



【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日）

１株当たり純資産額 143.70円 175.52円

１株当たり当期純利益金額 14.66円 28.33円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 14.64円 28.29円

（注）１．（会計方針の変更）に記載の通り、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）

等を適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従っております。

この結果、当事業年度の１株当たり純資産額は0.10円減少し、１株当たり当期純利益金額は0.02円減少し、潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額は0.02円減少しております。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（百万円） 301 585

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 301 585

期中平均株式数（株） 20,553,870 20,649,446

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 29,762 28,907

（うち新株予約権（株）） (29,762) (28,907)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

－ －
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

当社は、2022年５月20日開催の取締役会において、ContractS株式会社（以下、ContractS）を子会社化す

るため第三者割当増資を引き受けることを決議し、同日付で総数株式引受契約を締結し、2022年５月25日付

で株式を取得しました。

 

(1)　企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　ContractS株式会社

事業の内容　　　　契約マネジメントシステム「ContractS CLM」の提供

②　企業結合を行う主な理由

当社は、Web上での顧客の集客をサポートするトランザクション型モデルであるWebマーケティン

グ領域における集客サポートビジネスを展開してまいりましたが、次なるフェーズとして、営業支

援クラウドサービス Leadle（リードル）をはじめとする、 SaaS型のセールス領域におけるサポー

トビジネスを開始しております。今回、ContractSの提供する「ContractS CLM」をサービスライン

ナップに加えることにより、すでにビジネスを展開しているHR領域・不動産領域においても、顧客

への対象サービスを拡大できると判断したことから、ContractSの第三者割当増資の引き受けを決定

いたしました。

③　企業結合日

2022年５月25日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称

変更ありません。

⑥　取得する議決権比率

53.3％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 

(2)　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 399百万円

取得原価  399

 

(3）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 2百万円

 

(4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

(5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 18 － － 18 3 1 15

建物附属設備 7 － － 7 1 0 6

工具、器具及び備品 14 2 1 15 9 3 5

有形固定資産計 40 2 1 41 14 5 27

無形固定資産        

ソフトウエア 71 2 － 74 43 14 30

のれん 101 － － 101 88 5 12

顧客関連資産 2,456 － － 2,456 399 177 2,057

無形固定資産計 2,629 2 － 2,632 531 198 2,100

（注）１．当期増加額のうち主なものは次の通りです。

工具、器具及び備品　　業務用PC　　　　　　　　　　　　　　　　    2百万円

ソフトウエア　　　　　DX事業用ソフトウエア開発　　　　　　　　    2百万円

 

２．当期減少額のうち主なものは次の通りです。

工具、器具及び備品　　業務用PC　　　　　　　　　　　　　　　　    1百万円

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 260 260 0.26 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
790 530 0.26 2023年～2025年

合計 1,050 790 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下の通りであ

ります。

 

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 260 220 50 －

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 1 0 1 0 0

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 －

預金  

当座預金 1

普通預金 2,409

小計 2,410

合計 2,410

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

株式会社リクルート 65

株式会社LIFULL 63

株式会社ウェブクルー 26

株式会社キャリアデザインセンター 20

パーソルキャリア株式会社 17

その他 164

合計 357

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

(A) ＋ (B)
　

× 100

 
 (A) ＋ (D) 
 ２  
 (B)  
 365  

　

306 3,367 3,315 357 90.3 36
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②　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（百万円）

アマゾン ウェブ サービス ジャパン合同会社 5

三井住友カード株式会社 1

株式会社ヴィルラーレ 1

Kagerou株式会社 1

合同会社乳井商店 0

その他 5

合計 17

 

ロ．未払金

相手先 金額（百万円）

株式会社セプテーニ 144

株式会社アイレップ 67

株式会社NTTドコモ 12

株式会社おてつだいネットワークス 7

株式会社Carat 6

その他 36

合計 275

 

ハ．未払法人税等

区分 金額（百万円）

未払法人税 231

未払住民税 21

未払事業税 39

合計 293

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（百万円） 670 1,428 2,158 3,058

税引前四半期（当期）純利益

金額（百万円）
210 472 702 947

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
135 303 449 585

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
6.58 14.71 21.77 28.33

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
6.58 8.12 7.06 6.56
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。

ｈｔｔｐｓ：／／ｃａｒｅｅｒｉｎｄｅｘ．ｃｏ．ｊｐ／

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（3）株主の有する株式数に応じ募集株式の割り当て及び募集新株予約権の割り当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第16期）（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）2021年６月30日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　2021年６月30日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

　第17期第１四半期（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年８月16日関東財務局長に提出。

　第17期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年11月15日関東財務局長に提出。

　第17期第３四半期（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月14日関東財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

　2021年７月１日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

　2022年５月23日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 2022年６月30日

株式会社　キャリアインデックス  

 取締役会　御中 

 

 EY新日本有限責任監査法人 

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 芳野　博之

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 原賀　恒一郎

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キャリアインデックスの2021年４月１日から2022年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属

明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

キャリアインデックスの2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2022年５月20日開催の取締役会において、ContractS株式会社を子

会社化するため第三者割当増資を引き受けることを決議し、同日付で総数株式引受契約を締結し、2022年５月25日付で株

式を取得している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社マージナル株式（関係会社株式）の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

　会社の2022年３月31日時点の貸借対照表に計上されてい

る関係会社株式103百万円は株式会社マージナル株式であ

る。

　注記事項（重要な会計上の見積り）関係会社株式の評価

に記載されているとおり、株式会社マージナルの株式は、

2021年８月1日に株式交換により取得しており、当該取得価

額には超過収益力が反映されている。当該株式は市場価格

のない株式であり、超過収益力を反映させた実質価額が著

しく低下した場合には、減損処理をすることとしている。

　当事業年度における減損処理の要否を検討するに当た

り、取得原価と超過収益力を反映させた実質価額を比較し

ており、当該実質価額に含まれる超過収益力は、経営者に

よって策定された事業計画を基礎として評価される。事業

計画における重要な仮定は、Web面接専用システム

「BioGraph」の契約単価及び契約数である。

　事業計画における重要な仮定は不確実性を伴い、超過収

益力を含む実質価額の評価については経営者による判断を

必要とすることから、当監査法人は、当該事項を監査上の

主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、市場価格のない株式会社マージナル株式

の評価を検証するに当たり、主として以下の監査手続を実

施した。

・超過収益力に重要な影響を与える事象の発生の有無につ

いて経営者に質問を実施した。

・経営者の見積りプロセスの有効性を評価するために、事

業計画と実績を比較した。

・超過収益力算定の基礎とした事業計画について、来期以

降の最新の事業計画との整合性を検討した。

・事業計画における重要な仮定である「BioGraph」の契約

単価及び契約数については、経営者と協議するとともに、

趨勢分析を実施した。

・契約単価については、同業他社のWeb面接ツールの単価と

比較分析を実施した。

・契約数については、Web面接ツールの市場環境等の外部

データとの整合性を検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キャリアインデック

スの2022年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社キャリアインデックスが2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
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びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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